
J. Natl. Inst. Public Health, 69 (4) : 2020378

保健医療科学　2020　Vol.69　No.4　p.378－387

連絡先：福田英輝
〒351-0197　埼玉県和光市南2-3-6
2-3-6 Minami, Wako, Saitama 351-0197, Japan.

Tel: 048-458-6208
E-mail: fukuda.h.aa@niph.go.jp

(令和 2 年 8 月25日受理)

多職種連携による地域歯科疾患予防対策

福田英輝

国立保健医療科学院統括研究官

Community programs for preventing oral diseases in local governments 
with inter-professional work

FUKUDA Hideki

Research Managing Director, National Institute of Public Health

＜総説＞

抄録
地域における歯科疾患予防対策，とくに歯科の二大疾患であるう蝕予防対策は，集団に対するフッ

化物応用などの実践もあり，う蝕予防に対して一定の成果がみられている．しかしながら，乳幼児期・
学童期のう蝕有病状況をみると，依然として都道府県間に格差が存在しており，社会経済要因や生活
文化など個人を取り巻く社会環境に対するアプローチを含む新たなう蝕予防対策への転換が求められ
ている．一方，歯周病，とくに成人期・高齢期における歯周病の有病状況は，一定した改善傾向がみ
られていない．地域を基盤とした有効な歯周病予防対策，いわゆるコミュニティ・ケアの展開が容易
でないことを示している．地方自治体が健康増進事業として実施している歯周疾患検診の機会をとら
え，適切な個人衛生（セルフ・ケア），あるいはかかりつけ歯科医による歯周病治療・管理（プロフェッ
ショナル・ケア）の確立を促す取り組みが必要である．あわせて歯周病は，糖尿病をはじめとする生
活習慣病との関連が明らかにされている．歯周病予防対策を効果的にすすめるには，他の生活習慣病
予防対策と緊密な連携を図りながらの展開が重要である．

本稿では，代表的な歯科疾患であるう蝕と歯周病について，地域住民におけるこれら疾患の有病状
況を確認するとともに，課題解決に向けて他領域との連携の必要性について考察する．また，医学中
央雑誌をもとに「歯科医学」と「多職種連携」との検索を行った結果，近年，顕著な増加傾向を示し
た「周術期口腔機能管理」について，著者らの研究を引用しながら，地域における病院とかかりつけ
歯科医との連携，いわゆる病診連携の重要性を示したい．

キーワード：歯科疾患対策，う蝕，歯周疾患，周術期口腔機能管理，多職種連携

Abstract
Preventive programs against dental diseases in the community, especially the program for preventing 

dental caries among pre-school and school children, have obtained some positive results through the ap-
plication of fluoride. However, a disparity between prefectural levels in the prevalence of dental caries still 
remains. A new preventive strategy for approaching the social environment surrounding individuals, such 

特集：医療・福祉・介護分野との連携に基づく歯科口腔保健活動
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I．はじめに

平成31年 4 月現在，歯科口腔保健の推進に関する基本
的事項は，すべての都道府県において策定されていると
報告されている．また地方自治体における歯科口腔保健
事業の取り組みを支援するため，平成15年「フッ化物洗
口ガイドライン」，平成27年「歯周疾患検診マニュアル
2015」，さらには平成30年「後期高齢者を対象とした歯
科健診マニュアル」が発出された．地域における歯科疾
患予防対策は，各都道府県が定める目標値の達成に向け
て，各地の現状に沿った内容で着々に進められていると
考えられる．

本特集では「医療・福祉・介護分野との連携に基づく
歯科口腔保健活動」を共通テーマに，行政関係者，歯科
医師会，大学・研究者から論文をいただき，各歯科保健・
医療分野における多職種連携の必要性について紹介をい
ただいた．本稿では，地方自治体が行う歯科疾患予防対
策，とくに代表的な歯科疾患であるう蝕と歯周病に対す
る予防対策の現状と課題を通じて，他分野・他領域と共
同した課題解決に向けての方策を考察したい．また，近
年，多職種連携との取り組みが強化されつつある周術期
口腔機能管理を取り上げ，著者らが行った病院歯科での
調査結果をまじえながら，地域におけるかかりつけ歯科
医の役割を検討したい．

II．地域における歯科疾患予防対策

 1 ．う蝕の現状と課題
1乳幼児期・学童期におけるう蝕の状況

乳幼児期・学童期のう蝕の有病状況は，口腔衛生習

慣や食生活の改善，あるいは集団に対するフッ化物応
用の実践などを受け，経年的な改善傾向がみられてい
る．平成30年度の地域保健・健康増進事業報告[1]によ
ると「 3 歳児におけるう蝕を有しない者の割合」の全
国平均値は86.8％，平成30年度の学校保健統計[2]による
と「12歳児のう蝕を有しない者の割合」は67.3％であり，
「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」における関
連指標の令和 4 年度の目標値である「 3 歳児でう蝕のな
い者の割合の増加」90％，および「12歳児でう蝕のない
者の割合の増加」65％に向けて順調な改善を続けている
（表 1 ，表 2 ）．

乳幼児期・学童期におけるう蝕の有病割合は，全国的
に継続した減少がみられるものの，都道府県間では有病
割合に格差が認められる．たとえば，前述した 3 歳児で
う蝕のない者の割合は，全国平均86.8％であったが，都

as socioeconomic factors and life culture will be needed. The prevalence of periodontal disease in adulthood 
and old age does not show a constant tendency toward improvement. This situation indicates that effective 
community-based periodontal disease prevention programs (community care) are not easy to develop. With 
the utilization of a periodontal screening program conducted by local governments, residents will be expect-
ed to have appropriate personal hygiene behavior (self-care), along with periodontal disease treatment and 
management by a family dentist (professional care). Periodontal disease is associated with lifestyle-related 
diseases such as diabetes, cerebrovascular disease, and so on. To promote effective programs for preventing 
periodontal disease, it is important that they be developed in close coordination with other preventive pro-
grams for lifestyle-related diseases.

In this report, I would like to confirm the prevalence of dental caries and periodontal disease among 
Japanese, and consider preventative measures for dental diseases with other professional fields. Based on 
a search for “dentistry” and “multidisciplinary cooperation” via “Igaku Chuo Zasshi (ICHUSHI),” “perioper-
ative oral function management” has undergone a significant increase in recent years. With referring out of 
hospital-based research, the importance of cooperation between hospitals and family dental clinics, will be 
described.

keywords:  Preventive programs against dental diseases, dental caries, periodontal diseases, perioperative 
oral care, inter-professional work
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表 1　3 歳児におけるう蝕を有しない者の割合
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道府県間では最大値91.8％，最小値は76.9％であり，14.9
ポイント差が認められた（表 1 ）．また12歳児でう蝕の
ない者の割合は，全国平均67.3％であったが，最大値
83.5％，最小値は40.8％であり，42.7ポイント差が認めら
れた（表 2 ）．同様に，健康日本21（第二次）の目標値
である「 3 歳児でう蝕がない者の割合が80％以上である
都道府県の増加」，および「12歳児の 1 人平均う歯数が1.0
歯未満である都道府県の増加」については，平成30年現
在，目標値を達成していない都道府県は，それぞれ 3 カ
所，および 7 カ所存在している． 3 歳児および12歳児に
おけるう蝕有病割合に関する格差は，市町村単位におい
ても認められるとの研究[3-6]があり，乳幼児期・学童期
におけるう蝕予防対策については，地域間格差の解消が

今後の大きな課題になると考えられる．
2高齢期におけるう蝕の状況

高齢期におけるう蝕の有病状況は，乳幼児期・学童期
とは異なる傾向を示している．平成28年度に実施された
歯科疾患実態調査では，80歳になっても20本の歯を有す
る者，いわゆる8020達成者の割合は，前回調査の40.2％
から51.2％に増加していた．平成元年から歯科界あげて
取り組んだ「8020運動」の成果として一定の評価が得ら
れたものと思われる．一方で，自分の歯を有する高齢者
の増加は，必然的に，う蝕発症のリスクを有した高齢者
の増加にもつながる．歯科疾患実態調査におけるう蝕を
持つ者の割合の年次推移（図 1 ）をみると， 5 ～ 9 歳，10
～14歳，15～19歳，および20～24歳では明らかな減少傾
向が認められる．一方，高齢期，例えば65～74歳におけ
るう蝕を有している者の割合は，平成 5 年76.9％，平成
17年88.5％，直近の平成28年では95.0％と増加傾向を示
しており，75～74歳，および85歳以上の年齢区分におい
ても同様の傾向を示している．成人期以降のう蝕，とく
に根面う蝕に対する予防対策としては，フッ化物配合歯
磨剤の使用やフッ化物歯面塗布の使用[7, 8]が有効であ
ることが報告されている．しかしながら，成人期・高齢
期におけるう蝕予防を目的としたフッ化物応用の周知状
況は小さく，意識的にフッ化物塗布やフッ化物配合歯磨
剤などの利用割合は依然として小さいことが予想される．
また，定期歯科検診の受診者では，う蝕による抜歯リス
クが低いことが報告[9]されているが，職域保健あるい
は地域保健の分野では，法的根拠に基づく定期的な歯科
検診の確保が十分でないのが現状である．

以上のように，地域におけるう蝕予防対策の課題は，
ライフ・ステージにおいて異なっている．乳幼児期・学

表 2　12歳児のう蝕有病状況

図 1　年齢区分別にみたう蝕を有する者の割合の年次推移
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童期においては，地域間のう蝕有病割合の格差解消があ
げられる．一方，成人期以降においては，う蝕予防を目
的としたフッ化物応用に関する知識の普及，および地域
における歯科検診の実施などの有効なう蝕予防対策の確
立があげられる．これらの課題解決に向けては，歯科口
腔保健分野のみの対策では対応が困難である．母子保健，
学校保健，職域保健，および高齢者保健・介護分野との
緊密な連携の中での解決が必要不可欠である．地方自治
体を基盤とした事例研究を通じて，各ライフ・ステージ
におけるう蝕予防対策に関する科学的根拠を収集すると
ともに，効果的なう蝕予防対策の事例共有と支援を目的
とした情報提供システムの構築などが期待される．

 2 ．歯周病の現状と課題
1わが国における歯周病の状況

周知のように高齢者割合は増加傾向にあり，人口推計
（2019（令和元年）年10月 1 日現在）によると，65歳以
上人口の割合は28.4％，75歳以上人口の割合は14.7％とい
ずれも過去最高と報告されている．また，愛知県，滋賀
県および沖縄県を除く44都道府県では，75歳以上人口の
割合が15歳未満人口の割合を上回ったと報告された[10]．
高齢者割合の増加は，歯科医療を取り巻く状況にも影響

を与えている．患者調査[11]をもとに，歯科診療所を受
診した患者の年齢区分別の年次推移をみると，全患者に
対する65歳以上の患者の割合は継続して増加しており，
平成 2 年では13.3％，平成11年23.9％，平成20年33.8％，
直近の平成29年では45.2％と報告されている．また，同
調査をもとに，傷病分類別の受療率（人口10万対）をみ
ると，「歯肉炎及び歯周疾患」の受療率は経年的に増加
し，平成20年以降は「う蝕」の受療率を上回り，平成29
年現在，「う蝕」の受療率は219（対10万人）に対して，「歯
肉炎及び歯周疾患」の受療率は370（対10万人）であった．
社会の高齢化にともない，歯科診療所の受診患者の高齢
化が進行するとともに，歯周病治療・管理の者が増加す
るなど，歯科診療の内容が変化していることが伺える．

歯科診療所においては，歯周病治療・管理が広く提
供されているにも関わらず，平成28年歯科疾患実態調
査の結果[12]をみると，4mm以上の歯周ポケットを有す
る者，すなわち歯周病とされる者の割合は，45~54歳で
は49.5％，55~64歳53.7％，65~74歳57.5％，75歳以上では
50.6％と広く蔓延している状況が報告されている．また
過去の歯科疾患実態調査結果をあわせてみると，歯周病
とされる者の割合の年次推移は，横ばい，あるいは微増
であり，一定した改善傾向は示しておらず，歯周病発症

図 3　傷病別にみた受療率（人口10万対）の年次推移

図 2　年齢区分別にみた患者数割合の年次推移
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予防を目的とした効果的な歯周病対策の実践が困難で
あることが伺える．世界保健機関（WHO）では， 6 つの
地域別にみた歯周病有病率を比較しているが，歯周病を
有する者の割合は，いずれの地域においても一定割合み
られることからも，効果的な歯周病対策の展開は世界中
のいずれの地域においても容易でないことが理解できる
[13]．
2地方自治体による歯周病予防対策

歯周病予防対策は，デンタルフロスなどの歯間清掃補
助具の利用や適切な歯磨き習慣の確立といった個人ケア
（セルフ・ケア）[14, 15]，あるいは歯科専門職による
継続した歯周病治療・管理（プロフェッショナル・ケ
ア）があげられる[16, 17]．しかしながら，前述したよ
うに地域を基盤とした効果的な歯周病予防対策（コミュ
ニティ・ケア）は存在しない．この点において，集団に
対するフッ化物応用という効果的なコミュニティ・ケア
を有するう蝕予防対策とは異なっている．

地方自治体を単位として実施されている歯周病予防対
策事業は，健康増進事業である歯周疾患検診があげられ
る．平成30年度の地域保健・健康増進事業によると，全
国1,737市区町村の72.6％にあたる1,261市区町村で広く
実施されており，全国で350,633人が受診したと報告さ
れている．しかしながら，歯周疾患検診の受診率は，対
象者である40歳，50歳，60歳，70歳の住民基本台帳人口か
ら推測した人口をもとに計算すると，全国値は4.3％と
小さいことが示されている[18]．その一方，平成28年の
国民健康・栄養調査によると，この 1 年間に歯科検診を
受診した者の割合は52.9％であり，一旦，かかりつけ歯
科医を持つ機会を得た者においては，広く歯科検診を受
けている現状も示されている．地方自治体が実施する歯
周疾患検診は，さらに受診率を高める工夫を行うととも
に，歯周疾患検診の受診をきっけとして，かかりつけ歯
科医を持ち，適切なプロフェッショナル・ケア，あるい
は個別の歯科保健指導を通じて適切なセルフ・ケアへと
着実につなげる取り組みとして実施することが重要であ
る．

平成29年度から地域保健・健康増進事業報告の報告形
式が改正され，前年度分における「歯周疾患検診受診者
数・要精密検査者数・精密検査受診の有無別人数，市区
町村，性・年齢別」として歯周疾患検診の結果区分にお
いて要精密検査とされた者の転機が報告されることと
なった．直近の平成30年度地域保健・健康増進事業報告
から前年である平成29年度分の歯周疾患検診の結果区分

表 3 　年齢区分別にみた歯周病を有する者の割合の年次推移

表4　歯周疾患検診にて要精密検査とされた者の内訳
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をみたのが表 4 である．歯周疾患検診受診者338,873人
のうち，234,902人が要精密検査と判定された（要精密検
査の者の割合：69.3％）．要精密検査と判定された者の
割合は，年齢区分が高くなるにつれて大きくなり，40歳
で64.6％，50歳68.3％，60歳70.6％，70歳で72.4％であった．
歯周疾患検診における要精密検査と判定された者は，①
異常認めず，②歯周疾患であった者（4mm以上の歯周
ポケットを有している者），③歯周疾患以外であった者
（未処置う蝕を有する者や義歯・ブリッジなどの補綴物
が必要な者など），④未受診，⑤未把握の 5 区分にて報
告が求められている．要精密検査とされた者の約 6 割は
「未受診」「未把握」とされていたが，要精密検査の者
のうち結果が確認できた85,026人（①+②+③）のうち，
①「異常認めず」4,800人（5.6％），②「歯周疾患であっ
た者」64,374人（75.7％），③「歯周疾患以外であった者」
15,852人（18.6％）と報告されていた．すなわち，すべ
ての歯周疾患検診受診者のうち69.3％が要精密検査と判
定され，要精密検査と判定された者のうち75.7％が歯周
病（4mm以上の歯周ポケットがある者）であると診断
されている．以上のことから，全歯周疾患検診受診者の
うち52.5％（0.693×0.757），おおよそ半数の者が歯周病
を有していると推測された．

がん検診受診率を向上させる目的として，ナッジ理論
に基づいた勧奨方法を紹介した受診率向上施策ハンド
ブックが作成された[19]．前述したように，歯周疾患検
診の受診率は5％程度と低調であることから，これらの
受診勧奨を参考とした展開も考えられる．さらに，平成
26年度厚生労働科学研究委託費「生活習慣病の発症予防

に資するための歯科関連プログラムの開発とその基盤整
備に関する研究」班では，特定健診の機会にあわせて歯
科関連プログラムを実施している事例報告[20]を行って
いる．特定健診受診者は，2017年度28,587,618人と報告さ
れており，歯周疾患検診受診者数の約80倍と大きいため，
特定健診の機会を利用した歯科検診への受診勧奨，ある
いは歯周病について簡易スクリーニングの導入は効果が
大きいと考えられる．矢田部ら[18]は，歯周疾患検診に
かかる自己負担金を減らすこと，あるいは個別通知を行
うことで歯周疾患検診受診率が向上できる可能性を示し
ている．今後は，受診勧奨の内容別に受診率を検討する
など，事例研究を通じて科学的根拠に基づいた受診勧奨
のあり方を模索するとともに，費用対効果をも意識した
研究の推進が期待される．

筆者らは，長崎県歯科医師会の協力を得て，歯科診療
所を受診した初診患者を対象に，地域で実施されている
歯周疾患検診の周知状況を調査した[21]．その結果，対
象者が在住している自治体において歯周疾患検診が実施
されているにも関わらず，歯周疾患検診の存在を「知っ
ていた」者の割合はわずかに21％であった．また「知っ
ていた」者の割合は，「男性」17.7％であり「女性」と
比較して有意に小さかった．また歯科医師による歯周ポ
ケット測定により「歯周病」と診断された者は，「異常
所見なし」「歯肉炎」と診断された者と比較して，「知っ
ていた」者の割合は14.1％で有意に小さかった．さらに，
歯周病と生活習慣病との関係を「知らない」と回答し
た者は，「知っている」とした者と比較して歯周疾患検
診の存在を「知っていた」者の割合は12.3％で有意に小
さかった．すなわち，歯周病治療・管理が必要である者，
あるいは歯周病に対する正しい知識が必要とされる者に
対して，歯周疾患検診の情報が届いていない現状がある
ことが示された．今後は，効果的な受診勧奨内容の検討
とあわせて，歯周疾患検診の必要性が高い対象集団に対
して，歯周疾患検診に関する情報が確実に届いているの
かといった検診事業のプロセスに関する研究も重要にな
ると考えられる．

歯周病は，糖尿病，関節リウマチ，動脈硬化に伴う狭
心症・心筋梗塞・脳梗塞などと関連があることが多数報
告されている．とくに糖尿病と歯周病とは，双方向性な
関連があることが示されている[22]．これらのエビデン
スをもとに，埼玉県では糖尿病患者を対象に，歯周疾患
検診の受診を勧奨するといった新しい取り組みをすすめ
ている．また，田野らの報告では生活習慣病と歯周病と
の共通リスク（コモンリスクファクター）である喫煙に
焦点をあて，歯科診療所における禁煙支援の可能性を
示している．さらに古田ら[23]は，久山地区住民を対象
に，口腔健康が良好な者は，糖尿病，高血圧や脂質異常
症といった生活習慣病の有病割合が小さいことから，口
腔健康を良好に保つことは，全身の健康の維持を通じて
生活習慣病の予防につながる可能性が高いと報告してい
る．歯周病の発症予防および悪化予防に対する効果的な

表 5　歯周疾患検診を「知っていた」と回答した者の割合

* χ 2 乗検定

出典：引用文献 [21]　一部改変
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コミュニティ・ケアがないこと，および歯周疾患検診の
受診率が低く，かつ歯周疾患検診受診の必要性が高い者
に対して十分な勧奨ができていない可能性があることか
ら，今後は，糖尿病対策，喫煙対策，生活習慣病予防対
策など，歯周病対策と関連がある既存事業と組み合わせ
た歯周病対策の可能性を検討するとともに，その有効性
についての科学的根拠の蓄積が必要になると考えられる．

III． 地域における病診連携のあり方―周術期
口腔機能管理を例として―

2020年 7 月29日現在，医学中央雑誌にて検索式：((歯
科学/TH or 歯科/AL) and ((多部門連携/TH or 多職種連携
/AL)or(チーム医療/TH or 多職種連携/AL) and (PT=原著
論文)にて 検索された論文数は336件であった．年度別
にみると，2005年～2009年まで73件，2010～2014年まで
101件，2015～2019年まで162件と増加しており，歯科口
腔分野における多職種連携の研究は拡大していることが
明らかとなった．本稿では，他の医科領域との関連，あ
るいはかかりつけ歯科医との連携が必須であると考えら
れる周術期口腔機能管理について，著者らの研究結果を
交えて，かかりつけ歯科医の役割について考察する．

長崎大学病院ではがん，循環器疾患，あるいは消化器
系疾患の手術を予定している者を対象として周術期口腔
機能管理を2012年から実施している．その詳細について
長崎大学病院周術期管理センターから論文が寄せられて
いる．

周術期口腔機能管理の対象である入院患者の口腔内状
態については，重度なう蝕や歯周病のため，病院併設の
歯科において抜歯となるケースが 6 割程度あったことが
報告されている[24, 25]．また，入院患者に対する口腔
ケアの介入は，食道癌あるいは肺癌の術後性肺炎の発症
低下に寄与することが報告[26, 27]されており，入院患
者に対する周術期口腔機能管理の科学的根拠は確立しつ
つある．周術期口腔機能管理で提供される術前と術後の

口腔ケアや歯科的処置の内容と頻度は，入院患者が有す
る歯科疾患や口腔衛生状態をもとに事前に計画書が作成
される．著者らは，かかりつけ歯科医の有無別に，術前
と術後の口腔衛生状況，あるいは歯科的処置の状況につ
いて，周術期口腔管理センターを受診した296名を対象
とした調査を実施した[28]．その結果，「かかりつけ歯
科医にて定期的に歯科検診を受診している者」では，「か
かりつけ歯科医を持っていない者」，あるいは「かかり
つけ歯科医を持っているが定期的な歯科検診を受診して
いない者」と比較して，初回時の口腔衛生状態が良好で
あること，また術後の歯科治療の回数および継続した歯
科治療・管理の必要性が小さいことが明らかとなった
（図 4 ）．手術を目的として入院した場合にも良好な口
腔衛生状態を維持しつつ，病院での口腔機能管理管理を
円滑に実施するための要因の一つとしてかかりつけ歯科
医における定期的な歯科検診があげられたことから，病
院歯科とかかりつけ歯科医との日常的な連携の重要性が
確認された．成人期以降の歯科疾患予防対策は，地域で
実施される歯周疾患検診などをきっかけとして，かかり
つけ歯科医の定着に向けての取り組みが重要であること
は前述したが，円滑な周術期口腔機能管理を行う上でも
重要であることが確認された．

IV．おわりに

本稿では，代表的な歯科疾患であるう蝕と歯周病の有
病状況をもとに，地域で展開されている歯科疾患予防対
策の課題を検討した．ライフ・ステージ別のう蝕予防対
策，あるいは地域を基盤とした歯周病予防対策は，歯科
口腔保健分野のみでは対応が困難であり，他領域との有
機的な連携が必要であることが示された．これら歯科疾
患予防対策は，費用対効果評価を含む実証研究として展
開され，科学的根拠の蓄積が必要である．さらに効果的
な歯科疾患予防対策の普及および支援を目的とした情報
提供システムの構築も急務であると考えられた．

図４　かかりつけ歯科医の受療状況別にみた口腔衛生状態および歯科的介入の状況
出典：引用文献[28]　一部改変
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近年，多職種連携が強調されている周術期口腔機能管
理について，著者らの調査結果から，円滑な周術期口腔
機能管理を遂行するにはかかりつけ歯科医における定期
的な歯科健診が重要であることが示された．かかりつけ
歯科医の定着に向けた取り組みは，う蝕予防・歯周病予
防対策にとどまらず，医科－歯科連携，および病院－歯
科診療所連携の基盤づくりにおいても重要であることが
確認された．
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